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双日グループは、CSRの取り組みをステークホルダーの
皆さまに紹介し、コミュニケーションのきっかけとするため
に、またグループ一人ひとりのさらなるCSR推進に向け
て、2006年度からCSRレポートを発行しています。2009
年度版では、先ごろ制定した「双日グループCSRポリ
シー」とその考え方、ならびに社会とともに持続的に成長
することを目指した事業での取り組みを紹介。後半ページ
の「マネジメント報告」「社会性報告」「環境報告」では、そ
れぞれの領域における双日グループのステークホルダー
に対する考えや方針、それに基づいた取り組みを報告して
います。また本年度は向社会性研究所の小榑雅章氏より
第三者意見をいただきました。
本レポートに関してご意見・ご感想などをお寄せいただけ
ましたら幸いです。

編集方針

双日、当社：双日株式会社単体を指します。
双日グループ、当社グループ：双日グループ会社（2社以上）
を指します。

本文中の名称表記

ご意見・お問い合わせ先

〒107-8655　東京都港区赤坂6-1-20
E-mail：csr-report@sojitz.com
TEL：03-5520-3404　FAX：03-5520-2125

双日株式会社
広報部　CSR・環境チーム

報告期間
2008年度（2008年4月1日～2009年3月31日）を実績
データの対象期間としていますが、活動や取り組み内容お
よびデータは一部直近のものを含みます。
対象範囲
双日株式会社（単体）および一部の双日グループ会社
発行情報
2009年8月発行（前回：2009年1月、次回予定：2010年8月）
参照ガイドライン
GRI＊「サステナビリティレポーティングガイドライン第3版
(Sustainability Reporting Guidelines version 3.0）」

報告期間・対象範囲

Global Reporting Initiativeは、UNEP（国連環境計画）と
CERESが、サステナビリティ報告のためのガイドラインを作
成・普及するために設立したNGO（非政府組織）。

＊GRI：

目次

目次・編集方針

会社概要

双日グループの概要

トップメッセージ

双日グループのCSR

特集１ 社員座談会
　　　自分たちの仕事でCSRを実践するために

特集2 社会とともに持続的に成長する事業を目指して

　エネルギーの多様化に向けて

　資源の安定供給に向けて

　新しい時代の農業に向けて

　アフリカ諸国とともに成長する事業

マネジメント報告

　コーポレート・ガバナンス

社会性報告

　株主・投資家とともに

　社員とともに

　社会貢献活動

環境報告

　環境への取り組み

　身近な環境・社会配慮型製品

第三者意見

　向社会性研究所 主任研究員 社会学博士　小榑雅章氏
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社会の一員として双日グループが世界中で行っている多種多様な事業と、
グループシンボルである「グローバルアローズ」を表現しています。「グロー
バルアローズ」は地球の稜線からダイナミックに飛翔するふたつのアロー
（矢）がモチーフとなり、双日グループの「双」の字を表しています。

表紙について

社員一人ひとりが、これまでの常識にとらわれない自由な発想で考え、新
たな価値を社会に実現していくことを宣言しています。

双日グループスローガン
　　　　　　　　　　　 について

2009年3月期アニュアルレポート（2009年7月発行）
2009年3月期有価証券報告書（2009年6月発行）
コーポレート・ガバナンス報告書（2009年6月発行）

本誌以外に発行している報告書

＊上記は双日株式会社のホームページに掲載されています。

http://www.sojitz.comURL
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現地法人
支店
事務所

事業拠点所在地（海外）

（2009年7月1日現在）

（合計95カ所）

双日株式会社（Sojitz Corporation）

2003年4月1日

160,339百万円（2009年7月1日現在）

代表取締役社長 加瀬 豊（かせ ゆたか）

〒107-8655 東京都港区赤坂6-1-20

03-5520-5000

03-5520-2390

http://www.sojitz.com
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双日グループは、世界中で各種事業のコーディネーション、事業投資・金融活動、物流・貿易、製品の製造販売などを通じバリュー
チェーンを構築し、社会とともに持続的に成長する企業活動に取り組んでいます。
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双日グループの概要

95

＊旧建設・木材部門は2009年4月、旧生活産業部門と統合し生活産業部門となりました。

（2009年7月1日現在）

双日グループ／セグメント別状況

（2009年3月31日現在）（2009年3月31日現在）

（単位：社）
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5兆1,662億円
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双日グループは、子会社384社、関連会社191社の計575社（うち連結対象会社538社）から構成されており、双日ブランドのもと、
革新的で機能型の商社グループとして、幅広い事業分野において価値の最大化を目指しています。

自動車製造にかかわる設備・エンジニアリング、部品製造、物流などの川上から、完成車輸出、ノックダウン組立、卸売
りなどの川中、新車・中古車小売販売、アフターマーケット事業などの川下分野に至るまで、多様な機能を提供する
バリューチェーンを構築しサービスを提供しています。

製鉄・肥料・電力などの大型プラント事業では、アジアやロシアNIS、アフリカ地域における強みを活かし、さらなる事業
拡大を図っています。情報産業分野では、グループ会社の機能を活かし、IT関連のシステム開発・構築から保守・運用
まで包括的なサービスを提供しています。

船舶分野では、新造船、中古船、傭船、舶用機器、自社船保有事業まで幅広く展開し、業界屈指の総合力を発揮してい
ます。航空分野では、ボーイング社をはじめ海外メーカーの代理店事業に加え、ビジネスジェット、防衛関連などの事
業を多角的に展開しています。

石油・ガスの上流権益の開発・生産、当社50%出資のエルエヌジージャパンを通じたLNG事業、石油製品の販売・トレー
ディング、原子力事業、環境エネルギー関連など、複合的にエネルギー関連ビジネスを展開しています。

石炭、レアメタル、非鉄金属、貴金属などさまざまな金属資源、および鉱産品、セラミックス、双日ジェクトを通じた炭素
原料・製品を取り扱っています。上流権益保有による資源確保と物流トレードを両輪と位置付け、機能強化を図ってい
ます。

基幹産業である鉄鋼産業への取り組みとして、原料である鉄鉱石の取り扱い・権益獲得を推進するとともに、当社
40％出資のメタルワンでの事業展開をベースに、鉄鋼関連事業の拡大を図っています。

アジア最大の規模を誇るメタノール、レア・アース、工業塩といった有機・無機両分野において、川上の資源系・基礎原
料系の商材取り扱いおよび原料ソースの安定確保を中心にした事業展開を行っています。

双日プラネットのコンパウンド事業や合成樹脂原料、各種パッケージ用フィルム、包材、液晶などの電子材料等の事業に
加え、2009年4月にファインケミカル事業・機能素材事業を合流させてファイン・機能素材部を新設。川下の機能素材と
関連する技術・知財などを取り扱う事業へと活動領域を拡大しています。

農産物、水産物や畜産物、それらの加工品である食料品分野全般を取り扱っています。「安全・安心な川上から川下ま
での一貫した食の創造的バリューチェーンの構築」をビジョンに掲げ、多数の国内外協力工場・合弁会社とともに戦略
的な取り組みを展開しています。

衣料事業や製品卸売事業、原料調達・紡績・製織・染色加工まで一貫したテキスタイルオペレーション事業を展開。加
えて、全国の専門チェーンや大手量販店に生活用品の供給を行うライフスタイル事業、生活消費財などを取り扱う物
資・リテール事業も推進しています。

CO2吸収源として需要拡大が期待される持続的で再生可能な木材資源を基盤として、木材製品・チップ／パルプの輸
入、三国間貿易、国内流通や、海外での植林・チップ製造事業などを展開。また不動産分野ではネットワークを活かし、
企画・開発能力を備えた総合デベロッパーとして、分譲マンション事業と商業施設開発・運営事業を展開しています。
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　私たちは会社設立以来、「双日グループは、誠実な心で世界

の経済や文化、人 の々心を結び、新たな豊かさを築きつづけま

す。」を企業理念としています。そして2009年4月、この理念の

もとに「双日グループCSRポリシー」を制定し、「経営ビジョン」

においてもCSRの考え方をより明確に示しました。

　双日グループCSRポリシー「企業理念の地道な実践を通

じ、企業活動と社会・環境の共存共栄を目指します。」は、双日

グループが世界でさまざまな企業活動を進めるにあたり、CSR

を経営の基軸とすることを宣言するとともに、その方向性を明

確にし、グループ全体で共有、実践するために制定しました。

　昨年後半の金融危機を発端として、企業を取り巻く経済環

境は大変厳しいものになっています。このような状況下におい

ては企業活動の「質」そのものが問われます。だからこそ「企業

理念」と、CSRポリシーの「企業活動と社会・環境の共存共栄

を目指します。」という方向性を改めて双日グループ全体で共

有し、あらゆる活動において実践し続けることが、当社グループ

の持続的な発展に欠かせないと考えています。そしてそれは社

会の持続的な発展にもつながるものだと思います。

　双日グループのCSRの取り組みは企業理念を地道に実践

していくことにあります。そのために重視しているのが「誠実」と

「信頼」です。社会からの要請に「有言実行で応えていく」。その

積み重ねにより、社会から信頼される企業となることが重要だ

と考えています。

　そして、私たちが目指すのは、企業活動においてグループの

一人ひとりが自然体でCSRを実践することです。例えば、自分

の仕事について「もっと喜んでもらえる提案はないか？」「仕事

がお客様や社会に与える影響は？」等幅広くステークホル

ダーの声を意識し、双日グループの総合的な機能を最大限に

発揮する取り組みがCSRの実践であり、このような取り組み

の継続が“一人ひとりが自然体で実践するCSR”につながっ

「双日グループCSRポリシー」を制定

“一人ひとりが自然体で実践するCSR”を目指して

企業理念の地道な実践を通じて

　「新たな豊かさ」の実現を目指します

トップメッセージ
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ていくと考えています。

　双日グループが今年４月からスタートさせた新しい中期経

営計画「Shine 2011 ～持続的成長にむかって～」において

は、総合商社としての社会的使命と市場成長性の観点から

「資源事業」の拡充はもとより、中長期的な視点で「環境・新エ

ネルギー」「アグリビジネス(農業)」への展開を図るとともに、

「アフリカ」を重点地域と位置付け、取り組みを進めております。

　これら4つは、資源の枯渇、地球温暖化、食糧問題、貧困問

題等の社会的な課題と深く関係しています。私たちはこれまで

の事業活動の中で培ってきた多様な機能を活かし、これらの

分野で課題の解決に貢献するビジネスを構築し、地域社会と

当社グループの持続的な発展につなげていきたいと思います。

それが双日グループに求められる役割と考えています。また、こ

のような考え方と一致するものとして、国連グローバル・コンパ

クトに参加しました。

　これまで以上に社会とのコミュニケーションを充実させ、そ

こから得た意見を取り入れながら改善を重ねてまいりますの

で、本レポートをお読みいただいた皆さまからの忌憚のないご

意見をお待ちしております。　

代表取締役社長

社会とともに持続的に発展する

　双日はその趣旨に賛同し2009年4月、国連グローバル･
コンパクトに参加しました。国連グローバル・コンパクトは、企
業が責任ある創造的なリーダー
シップを発揮することによって、
社会の良き一員として行動し、
持続的社会の実現を目指すこと
を提唱しており、人権、労働基
準、環境、腐敗防止にかかわる
10原則を掲げています。

国連グローバル・コンパクトへの参加
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双日グループ・コンプライアンス行動基準

CSR委員会

双日グループのCSR
̶̶ 企業理念の実現に向けた取り組み

　双日グループのCSR (Corporate Social 
Responsibility／企業の社会的責任）は企業
理念の実現に向けた取り組みです。あらゆる活
動において「一人ひとりが自然体でCSRを実
践すること」が重要だと考えています。

双日グループは社会の一員として、企業理念にある「新たな豊かさ」を築き続けることを目指しています。ここでいう「新たな豊
かさ」とは多様な文化や価値観を尊重しつつ人々の生活の質の向上に貢献していくこと、それを通じて社会・環境との共存共
栄の関係を築いていくことを表しています。

　日々の業務におけるCSRの実践を目指し「双日グループ・コ
ンプライアンス行動基準」の第1条において「企業の社会的責

任に配慮した企業活動」の規定を定め、双日グループ一人ひと
りへの周知・徹底を図っています。

　CSR委員会は社長の直轄機関として位置付けられ、その内
容は経営会議へ報告されます。委員会ではCSRに関する経営
への提言、CSRに関する基本方針の策定や推進体制づくり、
地域に根ざした社会貢献活動などの審議が行われています。

①双日は、国際社会の一員として、また良き企業市民として、国際
的活動における協調と融和および企業の社会的責任につね
に配慮し、積極的に社会貢献に努めます。

②双日は、健全な地球環境の維持の重要性を十分認識し、その
ための継続的な活動を行うとともに、貧困・人権などの社会問
題に積極的に取り組むことで、次の世代に豊かな地球を引き
継ぎます。

③双日は、企業活動のあらゆる場面において平等の精神を尊重
し、人種、国籍、信条、性別等を理由とした差別的取扱いはし
ません。

1.企業の社会的責任に配慮した企業活動

（＊上記「双日」は「双日グループ」を意味しています。）

双日グループのCSRの基本的な考え方

企業理念の実現

双日グループ役職員
一人ひとりのCSRの実践

双日グループの
あらゆる企業活動

企業活動をささえる
コーポレートガバナンス体制

CSR委員会

委員長 広報部担当役員

委員 副社長（コーポレート管掌）
副社長（営業管掌）
経営企画部担当役員
人事総務部担当役員

双日グループは、誠実な心で世界の経済や文化、
人々の心を結び、新たな豊かさを築きつづけます。

双日グループ企業理念

企業理念の地道な実践を通じ、
企業活動と社会・環境の共存共栄を目指します。

双日グループCSRポリシー

（2009年7月現在）

事務局 広報部 CSR・環境チーム
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双日グループのステークホルダーは上記以外に
も次世代、行政官公庁、NGO／NPO、教育機関、
金融機関、マスコミなど、さまざま存在しています。

信頼され続ける双日グループであるために

双日グループのステークホルダーは上
も次世代、行政官公庁、NGO／NPO、
金融機関、マスコミなど、さまざま存在し

信頼され続ける双日グループであるために

ステークホルダーの皆さまの声を意識し
社会課題、地球環境課題の解決につながる企業活動

取引先
公正な取引を基礎に

パートナーシップを構築し、
持続的な相互利益追求に努めます

消費者
取引先とともに

消費者（最終ユーザー）の
満足追求に努めます

社員
公正と公平を基礎に
個と多様性を尊重し、

一人ひとりの成長支援に努めます

地域社会
企業市民として

地域社会への貢献に努めます

株主･投資家
適切な情報開示、

コミュニケーションの充実を通じ、
株主価値の向上に努めます

＊詳しい取り組みはP.12～16「特集２：社会とともに持続的に成長する事業を目指して」をご覧ください。

　双日グループは、世界の国・地域において多種多様な活動を行っています。そのすべての活動が多くのステークホルダーの方 と々
のかかわりのもとに成り立っています。
　双日グループの一人ひとりがステークホルダーの皆さまの声を意識した企業活動を通じ、皆さまと信頼関係を築くことを何よりも
大切に考えています。

　「双日グループCSRポリシー」の考え方は双日グループ「経営ビジョン」にも明確に示されています。
　この経営ビジョンのもと中期経営計画「Shine 2011 ～持続的成長にむかって～」において、社会的使命と市場成長性の観点か
ら「資源事業」、また、中長期的な収益基盤構築に向けた新規成長分野として「環境・新エネルギー」「アグリビジネス」の拡充を図ると
ともに、重点的に「アフリカ」での地域戦略展開を図ります。

双日グループのステークホルダー

経営ビジョンと中期経営計画「Shine 2011」

中期経営計画「Shine 2011」における持続的成長への取り組み

足場固め・事業戦略を着実に実行し、収益力を強化

2010年3月期
持続的成長に向けた基盤強化

2011年3月期～2012年3月期
収益基盤の確立

2013年3月期以降
持続的成長へ

・安定収益事業（プラント・船舶など）の拡大
・自動車・肥料事業の回復（2010年3月期中）
・不動産・繊維事業の選択と集中の促進

エネルギー・金属資源
「New Stage 2008」の布石が
生産量拡大で実現

将来の事業基盤を育成
・環境・新エネルギー
・アグリビジネス資源事業の拡充

・鉱産資源
・食料資源
・林産資源

既
存
事
業
の
拡
大

持
続
的
成
長
へ

・多様な顧客のニーズを掘り起こし、
求められる商社としての機能を絶え
ず提供しつづけます。（機能型商社）

・変化を捉えて、新しい事業領域の開
拓に挑戦しつづけます。（革新型商社）

・一人ひとりが自らの仕事に誇りを持
ち、自己実現に挑戦する機会が与え
られる企業を目指します。（開かれた
企業）

・企業理念の地道な実践を通じ、企業
活動と社会・環境との共存共栄を目
指します。（社会貢献企業）

経営ビジョン
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　「双日のCSRを社員一人ひとりが考える」という目的で開催
された座談会。さまざまな部署のグループ社員、計10名で意見
交換を行いました。初めに「なぜ今、CSRが双日グループにとっ
ての重要課題となるのか」についての議論が行われました。目
立ったのは、「CSRを意識しない企業はもはや“非常識”と受け
止められる」といった顧客や社会全体の意識の変化を指摘す
る声。「利益だけを追求すれば良いという姿勢では、今や企業と
して存続できない」との認識が広く共有されていることが分か
りました。

企業理念を体現する手段として
　一方、環境配慮型製品の開発等、CSRへの取り組みが製品
の競争力アップに直結しやすいメーカーに比べ、個人顧客との
接点が比較的少ない総合商社はその意義が実感しづらいとの
指摘も。それでも、「事業と密接に関連する地域社会の発展が
なければ、新たなビジネスチャンスも生まれてこない」「もともと
当社は企業理念で『新たな豊かさを築きつづける』ことを宣言
している。それを体現する一つの手段がCSR」など、CSRの重
要性を改めて確認する意見が続きました。

　そして、議論は「自分たちの日常業務の中で、どうCSRを実
践していくか」というメインテーマへ。「事業を通じて地域の発
展に貢献できる総合商社の仕事自体がCSRにつながる」とい
う意見が多くの参加者の賛同を得ました。さらに、その実現の
ため「最終的に“感謝される仕事”になるよう、各自が意識を
持って」「まずは相手の立場に立って考えることが重要」など、
一人ひとりの姿勢を重視する意見も目立ちました。

ステークホルダーとの共存共栄、持続的発展を意識する
　一方で、企業として求められる利益追求と、CSRとの兼ね合
いの難しさについて指摘する声も。これについては、ステーク
ホルダーとの共存共栄、持続的発展を意識して進めていくこと
が重要であるという点で意見が一致し、それをいかに実践して
いくかが今後の課題と認識されました。終了後には参加者か
ら、「CSRについて改めて考えることができた」「CSRを学ぶ良
い機会になった」との声があがりました。今後も、こうした座談
会や研修などを通じて、社員一人ひとりの意識を高めるための
取り組みを続けていきたいと考えています。

2009年6月3日･4日の2日間にわたって座談会を開催しました。

自分たちの仕事で
CSRを実践するために

特集1：社員座談会

事業を通じたCSRとその課題双日グループがCSRに取り組む意義

社員が、双日グループにとって、また自分にとってのCSRと
は何かを改めて問い直し、考える機会を持つため座談会を開
催しました。活発な意見が飛び交った模様をご紹介します。
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種村吉晃 機械部門　プラント・情報産業本部　プラントプロジェクト事業第二部

　事業を通じて各地域が抱える問題にソリューションを提供する商社の仕事は、それ自
体がCSRといえると思います。私は現在太陽光発電事業に携わっていますが、直接、機器
の製造はしなくても、投資を通じて事業を推進することで社会に貢献できていると感じて
います。アピールのためにやるのではなく、こうして一生懸命やった仕事が結果としてCSR
につながると良いと思っています。

水口健治 エネルギー・金属部門　エネルギー・原子力本部　原子力・環境エネルギー部

　途上国の可能性を引き出し、彼らが豊かになるための一助を果たすことが、商社として
のCSRだと思います。その意味で、双日が会社としてどのようなビジネスをやっていくのか、
その基準でCSRの観点をさらに重視していくことも必要ではないかと思っています。それ
が結果的にはビジネスチャンスになることもあるはずです。

大塚俊輔 化学品・機能素材部門　双日プラネット株式会社　高機能・電材部

　社会の価値観が大きく変化する中、双日グループもそれに合った企業体を目指す必要
があると強く感じます。そのためには、企業理念にもある「誠実な心」でお客様のニーズに
応え続けること。具体的には、現在取り組んでいる太陽電池事業にさらに力を入れ、政府
の補助金制度などがない新興国・発展途上国にも環境ビジネスを紹介する取り組みを進
めたいと考えています。

加藤孝誠 コーポレート　人事総務部

　採用面接等で、「社会に貢献する仕事をしたい」という社員の思いに触れる機会が多く
ありました。このような「一人ひとりの思い」と、双日の「自分で考えて仕事ができる範囲が
広い」という特色が生かされることで、一人ひとりの持っているCSRに対する意識や思い
が実践につながることが重要ではないでしょうか。また、それに対して社員がもっと誇りを
持てるように努めていきたいと感じています。

稲垣玲子 生活産業部門　林産資源・不動産本部　林産植林部

　私たちのベトナムでの植林・チップ製造事業が15年以上も続いてきたのは、現地の人た
ちと良い関係をつくってきたから。始まりは「ビジネス」であっても、最終的には顧客だけで
なく社員、地域住民など、さまざまなステークホルダーの「豊かさ」につながるものを目指し
たいです。ステークホルダーとの共存なしに事業は継続しないということを、社員一人ひと
りが強く意識する必要があると思います。
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奥村耕司 機械部門　自動車本部　自動車第三部

　中国駐在時代、当社の出資会社が製造した車に乗っている楽しそうな家族を見て、自分
の仕事が「夢のある生活」に貢献していると実感できました。私たちのCSRは、「商社は人」
であることを考えると、何より社員一人ひとりの倫理観が重要なのではないでしょうか。倫
理観を持って仕事をすることで「現地から感謝される事業」を目指したいと思います。

木下尚登 エネルギー・金属部門　環境・新エネルギー事業開発室

　双日グループのグローバルで多岐にわたる企業活動は、さまざまな面で社会・環境と密接
に関係しています。風力発電プロジェクトの開発を担当していた際、建設予定地の近隣住民の
方々へ事業内容を説明する機会が多くありました。この経験により、直接のお客様だけではな
く、地域住民やあらゆる関係者の立場を考えてビジネスをするという意識をさらに強く持っ
て、ステークホルダーからの信頼を得る仕事を心がけています。

野田敬史 化学品・機能素材部門　双日プラネット株式会社　経営企画部

　正直なところ、これまでは「取引先からの要求」がISO取得などの取り組みを進める直接
的な要因でした。しかし、社員の中には無自覚ながらもCSRの意識はあると感じますし、
CSRの推進をグループポリシーとして掲げることで、「気づき」が生まれるはず。「顧客から
CSRに配慮した製品が求められている」、その自発的な意識を全社員が共有することで、
新たなビジネスチャンスも創出できると思います。

田口浩之 コーポレート　秘書部

　自分の会社だけが良い思いをするという「一人勝ち」はもはやありえないこと。事業を行う
にあたっては、地域社会や自然環境への配慮は当然の義務で、この義務に価値を付加する形
で地域経済発展に貢献していくという商社の活動そのものがCSR。仕事を通じて人から認め
られ、感謝されることでやりがいを感じ、それが仕事に対する誇りとなり、心に余裕が生まれ、
結果として個人も会社もさらなる成長が望めるのだと思います。

和田匡 生活産業部門　食料資源本部　品質管理室

　品質管理室は、グループとして食の安全・安心体制を確立する目的で設立された部署。
工場監査や表示管理などすべての業務が「双日ブランドを守る」取り組みであり、さらには
無駄な製品回収・廃棄をなくして環境面にも貢献するCSR活動だと考えています。「会社
も社会の一員である」ことを前提に、当たり前のことを当たり前にやっていく、それが最も重
要なのではないでしょうか。

特集1：社員座談会　自分たちの仕事でCSRを実践するために



バイオ燃料
世界で最も原料競争力のあるブラジルにおいて、サトウキビの栽培からバイオエタノールの製造販売、バイオETBE
の製造販売に至る「バイオ燃料サプライチェーン」を構築しています。

植林・チップ製造事業
紙の原料となる木材チップの安定供給を図るため、ベトナムや南アフリカ、モザンビークで植林・チップ製造事業に取
り組んでいます。

CoC認証
原木・チップの取り扱いに関するCoC認証＊を取得し、世界的な森林認証機関FSCによる認証材を取り扱っています。
＊CoC認証：Chain-of-Custodyの略。FSCによる、加工・流通が適切に行われていることの認証。

放電プラズマ焼結技術
双日グループのSPSシンテックスが開発した省エネ型の焼結法である放電プラズマ焼結技術が、ナノ材料の研究開
発分野などで活用されています。

社会とともに持続的に
成長する事業を目指して

特集2：

世界中で多種多様な事業を展開する双日グループは、企業活動と社会・環境の共存共栄を実現するサステナブルな事業の創造に
取り組んでいます。事業活動を通じた私たちの取り組みの一例を紹介します。

環境・新エネルギー̶̶エネルギーの多様化に向けて
環境・新エネルギー事業推進コミッティー
太陽光・電池事業推進チーム、水事業分科会、環境事業分科会の3つのチーム・分科会を設け、環境・新エネルギー
に対する全社的な取り組みを進めています。
太陽光発電
太陽光発電事業における川上から川下までのバリューチェーン構築を図っています。　
蓄電池
リチウムイオン電池材料・原料の輸出入、リチウムイオン・キャパシタの開発・製造事業などに取り組んでいます。
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P.13

P.13

P.13

P.13

資源̶̶資源の安定供給に向けて

水資源（膜分離技術）
米国セプロ社に資本参加し、膜分離技術を活用した分離膜の製造販売事業を推進しています。

水資源（中国）
河北省に設立した排水パイプ製造販売会社を足がかりに、日本の優れた水関連技術の海外展開を図っています。　

鉱物資源（CCT／CCS）
CCT（クリーン石炭利用技術）／CCS（CO2の回収・貯留）の両分野において先端的な取り組みを展開しています。

水産資源（国内マグロ養殖）
マグロの国際的な需給逼迫の緩和を図るため、総合商社初となる国内でのマグロ養殖事業に進出しました。　

P.14

P.14

P.15

アグリビジネス̶̶新しい時代の農業に向けて

食品コンビナート
食品コンビナートを基点とする安全・安心な食のバリューチェーン構築をベトナムで進めています。

農業事業
肥料の製造販売から農作物生産、流通に至る分野で“新しい時代の農業”の取り組みを進めています。

P.15

P.16

アフリカ̶̶アフリカ諸国とともに成長する事業
経団連サブサハラ地域委員会委員長
日本経済団体連合会（経団連）サブサハラ地域委員会委員長に双日会長の土橋昭夫が就任しました。　

資源の安定供給とインフラ整備
インフラ整備など資源国の経済成長にかかわる事業を推進しながら、資源の安定供給に取り組んでいます。

P.16

P.16
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特集2：社会とともに持続的に成長する事業を目指して

　地球温暖化をはじめとするさまざまな地球環境問題と、それらを解決する手段として求められるエ
ネルギーの多様化。双日では、部門横断的な組織として「環境・新エネルギー事業推進コミッティー」
を設置し、このコミッティーを核に、環境・新エネルギー分野における事業展開に全社を挙げて取り
組んでいます。

　太陽光発電関連分野は、双日グループがとりわけ着目している分野です。事実上無尽蔵ともいえ
る太陽光エネルギーを利用して、発電時における温室効果ガス排出量をゼロに抑えることのできる
太陽光発電は、地球環境保全の観点から普及が強く望まれるとともに、その普及には総合商社の
“業種を越えた事業開発機能や世界的な事業展開力”が求められると考えるからです。
　このため双日は、「太陽光・電池事業推進チーム」を発足させました。太陽光発電事業における川
上（原料供給など）から川中（システム・部材販売など）、川下（設計・施工・発電事業）までの一貫した
バリューチェーンを構築し、全世界レベルでの事業展開を図っていく計画です。

　こうした取り組みから生まれた具体的成果の一つが、韓国における太陽光発電事業への参入で
す。双日と双日プラネットは共同で、韓国最大手の太陽光発電システムインテグレーターである大韓
テクレン社への資本参加を行いました。韓国は、ドイツ、米国、スペインに次ぐ世界4位の市場規模を
持つ太陽光発電の先進国です。双日グループは、同社が海外から調達する太陽光パネルやインバー
ターなど資機材の供給を一手に引き受けるほか、同社を通じて、韓国における太陽光発電所の建設
や省エネ住宅向けのシステム施工を手がけていきます。また韓国におけるこの取り組みを足がかり
に、欧米の大型太陽光発電市場に進出するとともに、「クールアース・パートナーシップ＊」により今後
太陽光発電の普及が期待される国や地域に対しても、事業の拡大を図っていく計画です。

　太陽光発電は多くの優れた特長を持っていますが、日中にしか発電できないという課題を持って
います。その課題を解決し、電力をより効率的に活用するカギとなるのが「蓄電」の技術。「発電」の未
来を支えるキーテクノロジーと位置付けられます。なかでも注目を集めるのが「リチウムイオン電池」。
現在では主にノートパソコンや携帯電話の電源として、また今後はハイブリッド自動車・電気自動車
や太陽光発電などの蓄電装置として、市場の急拡大が見込まれる分野です。双日はこのリチウムイオ
ン電池の原料となるリチウム化合物を南米から輸入、日本の正極材メーカーに供給する取り組みに
おいて商社随一の実績を誇っています。また、新型蓄電装置として有望視されるリチウムイオン・キャ
パシタ製造メーカー、アドバンスト・キャパシタ・テクノロジーズ株式会社への出資も行っています。

　双日では、化石燃料依存の軽減に向けた取り組みとしてバイオエタノール燃料のサプライチェー
ンを構築しています。
　バイオガソリンは、植物（サトウキビ）由来バイオエタノールと石油製品のイソブテンを合成した
「バイオETBE」を配合したレギュラーガソリン。植物を原料とする割合が高いため、「カーボンニュー
トラル効果＊」によるCO2削減に大きく寄与するガソリン代替燃料です。
　双日はブラジルで、このバイオガソリンの原料となるバイオエタノールならびにバイオETBEをそ

環境・新エネルギー

エネルギーの多様化に向けて

＊バイオ燃料は、原料である植物
が光合成によってCO2を吸収して
育つため、燃料によりCO2を排出
しても大気中のCO2総量を増加さ
せることはないという考え方。

＊2008年1月に開催された世界
経済フォーラム（ダボス会議）にお
いて福田総理大臣（当時）が発表
した、気候変動対策支援のため
の、5年間で総額100億ドルの資
金メカニズム。 

双日プラネットが大韓テクレン社
に納入した太陽光発電設備

ブラジル、ブラスケム社のプラント
サイト

太陽光発電 太陽光発電事業におけるバリューチェーンを構築

蓄電池 「電力」の未来を支える「リチウムイオン電池」の原料を安定供給

バイオ燃料 ブラジルで「バイオ燃料サプライチェーン」を構築
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れぞれ現地大手企業と共同で大規模に生産。サトウキビの栽培からバイオエタノール、バイオETBE
の生産、輸出販売に至る「バイオ燃料サプライチェーン」を確立し、安定供給を目指しています。日本
向けには2009年からバイオETBEの輸出を始めています。

　私たちにとって必要な「資源」はエネルギーや鉱産資源だけではありません。水資源や農林水産
資源、さらにはリサイクル資源もまた大切な「資源」であり、これらを確保し、安定供給することは世界
中でさまざまな地域に密着し、情報力や顧客基盤をはじめとした複合的な機能を持つ総合商社が
果たすべき社会的使命だと考え、さまざまな資源の安定供給を戦略的に進めています。

　世界はいま、途上国における人口の急速な増加や経済成長などを背景とする深刻な水不足と水
質汚染の問題に直面しており、「21世紀の水は20世紀の石油のような存在となるに違いない」とも
いわれています。
　こうした「水問題」を解決する手段の一つとして注目を集めているのが「膜分離技術」。分離膜を用
いて高度なろ過や脱塩を行う要素技術です。例えば、河川水・地下水の浄化や海水淡水化により飲
料水を得たり、排水の高度処理を行うなど、水資源対策に欠かすことができません。
　この分離膜の製造販売事業に、双日は2008年進出しました。米国の分離膜製造会社であるセプ
ロ社への資本参加がそれです。分離膜を用いた水処理プロセスは、沈殿槽などを用いる従来型のプ
ロセスに比べ、処理コストの低下、安全性の向上、省スペース化などの点で大きなメリットがあるた
め、その市場は急速に拡大しており、双日グループでは日本をはじめ急成長が見込まれる東南アジ
ア市場に向け、セプロ社の分離膜の拡販を図っていく計画です。

　双日はまた、中国においても水関連事業に取り組んでいます。2008年6月、河北省唐山市曹妃甸
工業区に排水パイプの製造販売会社を設立しました。十分な強度を保ちながら軽量で柔軟性に優
れる同社の金属プラスチック複合パイプは、地下水汚染や土壌汚染の原因となる汚水の土中への
漏洩を防ぐため、中国での排水処理にかかわる管網整備に寄与する製品として注目されています。

43%

57%
7％以下

93%以上

バイオエタノール

バイオETBE

バイオガソリン

レギュラーガソリン

イソブテン

サトウキビ

石油

バイオ燃料サプライチェーン

サトウキビ
栽培

バイオエタノール
生産

バイオETBE
生産

バイオETBE
輸出販売

＊矢印は出資関係

エーテーアガー・ビオエネルジア社（ETH） ブラスケム社 双日

オーデブレヒト社

資源

資源の安定供給に向けて

水処理プロセスにコストの低下、
安全性の向上などのメリットを
もたらす分離膜

中国で生産されている
金属プラスチック複合パイプ

水資源 世界各地での「水問題」の解決に向けて

　双日は、取引先とともにさらなる成長を
目指すため、研修生を受け入れています。 
　ベトナム商工省傘下の化学公団と戦略
的パートナーシップ覚書を結んでいる双日
は2009年2～6月、同公団の子会社であ
るベトナム化学エンジニアリング公団の
Tran Dang Thaiさん（写真）を研修生と
して受け入れました。研修の目的は、ベトナ
ムにおける化学産業の開発・発展を協力して促進するため、双日グ
ループの事業投資判断基準や運営手法を学んでもらうこと。「ベトナ
ムには浸透していないさまざまな知識や経験を得ることができまし
た」と、研修を終えたThaiさんはその成果を語りました。

　   　 　　取引先とともに 
̶ベトナム化学エンジニアリング公団からの研修生
Topics
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双日グループは、この排水パイプの製造販売を足がかりに、中国における水循環事業のさらなる展
開を図っていきたいと考えています。

　地球規模での「水問題」解決に向け民間企業38社が集まってつくる「海外水循環システム協議
会」は、日本の優れた水関連技術の海外展開を目的としています。この協議会でアジア・中国ワーキ
ンググループのリーダーを務める双日は、関係省庁や日本企業と連携し、中国をはじめとする国・地
域に、日本の要素技術をベースとした新しい循環型水処理モデルを構築し、各国の水資源対策に役
立っていきたいと考えています。

　双日では、農林水産資源の中で注目されている「水産資源」についても安定供給のための取り組
みを進めています。
　水産資源、とりわけマグロ類については、国際的な漁業規制により漁獲枠が削減されつつある一方、
欧米・中国等における魚介類の需要が拡大し、マグロの国際的な需給が中長期的に逼迫しているこ
とから、安定供給が懸念されています。
　こうした背景から、双日では2008年、総合商社の直接出資としては国内初のマグロ養殖会社を
長崎県に設立し、ホンマグロの養殖事業に進出しました。長崎県松浦市鷹島では、もともとフグの養
殖が盛んに行われてきました。そのノウハウを活かしながら、産業の活性化と雇用の促進を目指す地
元漁業組合と、マグロ資源の安定供給を目指す双日とが協力して誕生したのが、双日ツナファーム
鷹島です。2010年末より国内市場に向けて出荷を開始する予定です。

　2050年には約90億人近くに達するといわれる世界の人口。世界中の人々が保全された地球環
境の中で暮らしていくために、いま「農業と食」を取り巻く社会のあり方は抜本的な革新を求められ
ています。少ない水による栽培、土壌への悪影響を抑える肥料、腐敗による廃棄を減らす流通システ
ム、廃棄物のリサイクルなど、こうした“新しい時代の農業”への取り組みを目指しているのが、双日グ
ループのアグリビジネスです。

　2009年4月、「アグリビジネス部」が発足しました。双日グループが目指すのは、①日本における新
しい技術・ビジネスモデルによる農業事業　②食料資源の安定供給のための海外における油糧・飼
料作物などの農業事業　③日本産品の不足を補う、中国・東南アジア地域での野菜・果物の生産と
加工　④新しい栽培技術、循環型農業技術、ビジネスモデル開発への投資と事業展開――など、新し
い技術やビジネスモデル、農業人材育成支援等により、日本や世界の豊かさに貢献する農業です。
タイ、ベトナム、フィリピンの各国において40～60％のトップシェアを誇る高度化成肥料の製造販売事
業から、農作物の生産、流通に至る「農業」のバリューチェーンづくりを目指しています。
　具体的な取り組み例としては、砂漠におけるトマトの栽培が挙げられます。双日は、日本のバイオベ
ンチャーであるメビオール株式会社と、アラブ首長国連邦（UAE）で実用化に向け実験的取り組み
を始めました。同社が開発した栽培法は、特殊なフィルム状のシートを使用することにより、土を使わ
ず、水の使用を極端に抑えた野菜栽培を可能とするもの。水資源の少ない中東での普及を皮切りに
事業化を目指していきます。

アグリビジネス

新しい時代の農業に向けて

1辺30mの大型いけすを設置
（長崎県松浦市）

UAEでのトマトの試験栽培

特集2：社会とともに持続的に成長する事業を目指して

水産資源 国内マグロ養殖事業に進出

農業事業 肥料の製造販売から農作物生産、流通までのバリューチェーンの構築
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　双日グループでは、従来から取り組んできた食料資源の安定供給においても、その機能のさらな
る強化と展開を目指しています。ベトナムで初めてとなる食品コンビナートの開発および港湾インフ
ラ整備事業、また、それを起点に展開するバリューチェーン構築がその例です。
　ホーチミン市の郊外に工場を持つベトナム第2位の製粉会社、インターフラワー・ベトナム（IFV）
社。双日はIFV社の株式の20％を取得して、同工場を中心に、港湾インフラや穀物サイロを整備・拡
張するとともに、隣接地に飼料・油脂・畜産等の製造工場を建設する食品コンビナート計画を進めて
います。また、ベトナム全域最大規模の食品卸会社フン・トゥイ・マニュファクチャー・サービス・トレー
ディング社の株式の25％を取得。食料資源の輸入から原料加工・製品加工・流通に至るバリュー
チェーンを通じ、食の安定供給と、評価の高い日本の安全・安心の取り組みを世界に広げていく事業
を始めています。

　双日グループは重点的に「アフリカ」での地域戦略展開を図っています。同市場で長年にわたって
培ってきた顧客との関係と事業のネットワークを基盤に、さまざまな事業分野での取り組みを強化
しています。
　こうした中、双日会長の土橋が2008年6月、日本経済団体連合会（経団連）サブサハラ地域委
員会の委員長に就任しました。同年横浜で開催された第4回アフリカ開発会議（TICADⅣ）やG８北海
道洞 湖サミットを通じてアフリカ各国首脳および政府閣僚との交流を深めています。さらにTICAD
Ⅳフォローアップとして外務省・経済産業省による貿易・投資促進合同ミッションにも参加するなど、
双日はアフリカに対する日本の取り組みにおいて、民間企業としての先導的役割を果たしています。

　アフリカはさまざまなエネルギー・金属資源に恵まれており、その有効利用は世界の大きな関心事
となっています。一方、資源国からは「資源輸出を自国の成長に結びつけたい」という強い要請があり
ます。このため資源事業においては、資源国とともに発展していくための提案が不可欠となっており、
資源国のさまざまな要請に複合的に応えることのできる総合商社への期待が非常に高まっています。
　例えばアンゴラにおける双日の取り組み。アンゴラはアフリカ有数の原油生産国ですが、長期の内
戦（2002年に停戦）とその影響により、現在もなお極度のインフラ不足に悩まされ続けています。そ
こで、双日がインフラ整備の要となるセメント製造プラントの建設に協力することになりました。アン
ゴラのセメント年間需要の約25％を賄う同国最大のセメントプラントの建設が、2011年の完成を
目指して進められています。双日ではこのほかにも、製鉄プラント建設など産業振興と雇用創出に役
立つさまざまな事業構想を提案。さらにはこれらの工場で就労する人材育成のための職業訓練学
校の設置など、ソフト面をも含む産業の全体像をマスタープランづくりの段階から提案し、同国とと
もに成長する取り組みを進めています。

アフリカ

アフリカ諸国とともに成長する事業

IFV社の製粉工場と港湾インフラ
（ベトナム）

南アフリカのムペキ大統領
（当時／右から2人目）と

ビル建設が進むアンゴラの
首都ルアンダ

資源の安定供給とインフラ整備 アフリカ諸国とともに成長

食品コンビナート ベトナムで取り組む安全・安心な食の安定供給

　双日は2008年4月、総合商社で初となる「品質管理室」を設置。同室ならびに中国大連に設けた同分室を中心
にグループが一体となった「食の安全・安心」に取り組んでいます。主な取り組みは、海外委託生産工場の監査なら
びに改善指導、クレームの分析と対応、表示管理など。また、品質とリスクに対する一人ひとりの高いレベルの知識
と意識が何よりも大切と考え、グループ社員を対象とする研修にも力を注いでいます。

食の安全・安心へ̶̶品質管理室の取り組みTopics
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双日グループは企業価値の向上と、適正な経営の実現に向け
てステークホルダーの皆さまとの信頼関係を築き続けること
を重視し、経営責任と説明責任の明確化、透明性の高い効率
的な経営体制の確立および監督機能の充実など、コーポ
レート・ガバナンスの強化に努めています。

ｚ
　権限と責任の明確化と、意思決定および業務執行の迅速化
を実現するために、経営と執行の分離を図っています。
・執行役員制度を導入しています。
・急速な経営環境の変化に迅速かつ的確に対応し、経営に対
する責任を明確にするため、取締役と執行役員の任期を1
年としています。

・当社の取締役会は、株主総会で選任された取締役7名（う
ち社外取締役2名）で構成され、当社グループ経営にかかわ

る基本方針と重要案件の決定などを行うとともに、取締役
の職務の執行を監督しています。また、独立した立場の監査
役・監査役会を置き、取締役の職務執行の監査を行ってい
ます。
・取締役会の議長を業務執行の長である社長ではなく取締
役会長が行っています。また、2008年６月より監督機能を
さらに強化するため、取締役副会長職を設置しています。

　取締役の職務執行を監視し、経営の透明性と適正性を確
保するために以下の施策を行っています。
・会社法に基づき監査役会を設置しています。監査役会は社
外監査役3名を含む5名（うち常勤3名）で構成され、独立し
た立場で取締役の職務執行の監査を行います。また、監査
役監査、会計監査、内部監査、それぞれが監査業務を実行
する上で、相互補完および効率性の観点から情報交換を
行っています。

コーポレート・ガバナンス
マネジメント報告

コーポレート・ガバナンス体制

経営の透明性と適正性を確保するために経営機能、執行機能強化のために

報
告

（連携）

会計
監査

監
査

提案

審議・諮問機関

経営会議

重要な業務執行につき付議

報告

重要案件付議

内部監査

報告

株主（株主総会）

会計監査人

監査部

監査役会

社外監査役

監査役

選
任
・
監
督

業
務
執
行
報
告

業務執行取締役

指名委員会

報酬委員会

投融資審議会

社内委員会

代表取締役
社長

代表取締役
会長取締役

議長

議長

社外取締役

国内外拠点営業部門コーポレート

執行役員

コーポレート担当役員 営業部門長

選任・解任選任・解任

取締役会

コーポレート・ガバナンス体制図
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・経営に外部視点を取り入れ、業務執行に対する一層の監督
機能の強化を図ることを目的に社外取締役(2名)を選任し
ています。社外取締役が取締役会の諮問機関である指名委
員会、報酬委員会の委員長も務めており、取締役の選任、報
酬に対する妥当性、透明性を確保しているほか、取締役会
においても、当社グループ経営に関して客観的な立場から
適切な助言を行っています。

・経営に関する重要事項についての審議・決裁を行い、業務
執行を監督する機関として、経営会議を設置しています。

・重要な投融資案件の審議・決裁を迅速かつ的確に行うた
め、投融資審議会を設置しています。
・全社にかかわる経営課題に取り組むため、内部統制委員
会、コンプライアンス委員会、CSR委員会、ポートフォリオ管
理委員会の4つの社内委員会を設置しています。

　各営業部門による全世界ベースの投融資が促進され、営業
部門直轄の海外グループ会社による営業展開が拡大する一
方で、ガバナンスについては課題が認識されてきました。そこ
で、海外グループ会社におけるコンプライアンスやリスク管理
など、コーポレート部門の積極的な関与によるガバナンス強化
のための体制整備に着手しました。

　業務の適正性と財務報告の信頼性確保という、グループ経
営全般の有効性、効率性、透明性のさらなる向上に向けて内
部統制システムの整備、推進に努めています。

　内部統制報告制度の適用初年度にあたる2008年度は、
「適正な財務報告を確保するための基本方針」を取締役会で
定め、財務報告にかかわる内部統制の整備状況ならびに運用
状況の評価を行い、当社グループの財務報告にかかわる内部
統制に重要な欠陥はないことを確認しました。

内部統制

経営課題への横断的取り組み̶その他の経営・業務執行体制

2008年度の主な取り組み

2008年度の主な取り組み

主な取り組み

2005年11月 社長を委員長とする「内部統制委員会」を設置

2006年5月
「業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）構築
の基本方針」＊を取締役会で決議〈2008年4月一部改定〉

2008年4月
「適正な財務報告を確保するための基本方針」＊を
取締役会で決議。

社内委員会開催状況（2008年度）

委員会名

内部統制委員会

コンプライアンス委員会

ポートフォリオ管理委員会
（2009年4月設置）

CSR委員会

委員長と内容 開催回数

委員長：社長（内部統制の進捗モニターなら
びに方針決定）

委員長：広報部担当役員（CSRにかかわる
方針や施策の検討・指示）

委員長：副社長兼CFO（最適な資産ポート
フォリオを構築するための方針の検討と提言）

委員長：コンプライアンス担当役員（コンプライ
アンスにかかわる方針や施策の検討・指示）

＊全文はコーポレート・ガバナンス報告書（下記URL）をご覧ください。
http://www.sojitz.com/jp/corporate/governance/pdf/090701.pdfURL

１．取締役ならびに使用人の職務の執行が法令および定款に適合する
ことを確保するための体制　
（コンプライアンスの徹底、反社会的勢力と関係を持たないこと、法令
の遵守などについて定めています）

2．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

3．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（リスク管理について定めています）

4．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

5．当社およびその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保
するための体制
（双日グループにおける、監査、コンプライアンス、内部統制の体制に
ついて定めています）

6．監査役の職務を補助する使用人、ならびに、その取締役からの独立性
に関する体制

7．取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査
役への報告に関する体制

8．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

「業務の適正を確保するための体制
（内部統制システム）構築の基本方針」 抜粋と解説

＊2006年5月に取締役会において決議

5回

3回

4回

̶

選任・解任
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コーポレート・ガバナンスマネジメント報告

　双日グループは総合商社としてグローバルかつ多種多様な
事業を行っており、展開する事業の性質上、市場リスク、事業
投資リスク、信用リスク、カントリーリスクなどのさまざまなリ
スクにさらされています。当社グループではリスク管理を強化
し、リスクを正しく把握し管理することにより、質の高いポート
フォリオを維持することを重視しています。
　具体的には「リスク管理基本規程」に則り、計量可能なリス
クに関しては、リスクを計量し、算出されたリスクアセット数値
に基づいて管理しています。
　また法務リスク、コンプライアンスリスク、環境リスクなどの計
量を行わないリスク項目に関しても、各リスク項目ごとにリスク
管理責任者（各担当役員）を任命し、「リスク管理運営方針・運
営計画」を策定・実行し、状況を経営に報告するPDCAサイクル
を実践しています。

　リスク管理の体制構築に加え、ルールを運用するグループ社
員一人ひとりに浸透させるため、主に次の推進活動を行ってい
ます。

・リスク管理部と営業各部門との連絡会を通じたリスク管
理意識醸成。

・管理職前の社員を対象とした集合研修を実施（受講者数
は約400名）。別途実施のグループ会社管理職層向け研
修も合わせると受講者数は合計で約700名（2009年3
月までの実績）。

　企業は、社会のルールに則り、事業の発展を図るとともに、
社会に貢献することを強く求められており、そのために、双日
グループはコンプライアンスの徹底が不可欠と認識していま
す。双日グループにおけるコンプライアンスとは、国内外の法
令および社内ルールを守ることに加えて、企業倫理、つまり企
業に求められる節度、良識をも守ることと考えて、全グループ
を挙げて真 に取り組んでいます。

　「双日グループ・コンプライアンス行動基準＊」は第1条を
「企業の社会的責任に配慮した企業活動」とし、CSR全般の
幅広い視点を定めています。また周知徹底のため、本行動基

リスク管理

コンプライアンス

2008年度の主な取り組み 双日グループ・コンプライアンス行動基準

指導報告

コンプライアンス体制図

コンプライアンス委員会

本社

委員長　法務部担当役員（CCO）
委　員　副社長（コーポレート管掌） 副社長（営業管掌）
　　　　経営企画部担当役員 内部統制統括部担当役員
　　　　人事総務部担当役員
事務局　法務部（コンプライアンス統括課）

分科会　安全保障貿易管理分科会
　　　　　委員長：副社長（コーポレート管掌）
　　　　情報セキュリティ分科会
　　　　　委員長：情報企画部担当役員

営業部門 職能部門

責任者

責任者補佐

各部責任者

部門長

企画業務室長

営業各部長

担当役員

職能各部長

海外地域

各極コンプライアンス委員会

責任者 総支配人･総代表

責任者補佐 総支配人･総代表付管理職

各社責任者 海外現地法人社長

取締役会 経営会議
社長

グループ連結会社

各社コンプライアンス委員会

責任者 社長

責任者補佐 管理部門の管理職等
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準および事例集を冊子として、当社および対象となるグルー
プ会社社員に配布しています。

　海外5極では、総支配人・総代表を責任者とし、各極コンプラ
イアンス委員会を設置し、双日と連携しつつ、海外各地域での
コンプライアンス啓発活動を推進しています。

　チーフ・コンプライアンス・オフィサーおよび社外弁護士への
通報制度（ホットライン）とコンプライアンス委員会事務局につ
ながる相談窓口を設けています。

研修　コンプライアンスの周知徹底のため、階層別のコンプ
ライアンス研修や全社員向けのe-ラーニング研修を定期的に
実施しています。海外5極でもコンプライアンス行動基準を策
定し、現地雇用社員を含めた周知徹底のため、米州、欧州の
地域法人では順次e-ラーニング研修を開始、またアジア地域
でも講義形式の研修を実施しています。
コンプライアンス総点検（2008年12月～2009年1月実施）
双日グループ全体（海外現地法人、グループ連結会社を含む）
でコンプライアンス状況に関する総点検を行い、現状の把握
と課題の抽出に努めました。
特定輸出者の承認取得（2008年12月）　東京税関より特定
輸出申告制度に基づいてセキュリティ管理とコンプライアンス
に優れた輸出者として「特定輸出者」の承認を取得しました。
製品安全確保のための取り組み　「製品安全に関する基本
方針」を定め、この方針に基づき、製品事故に関する情報の収
集、伝達、開示などの製品安全体制の整備・強化を図り、グ
ループ一丸となって製品安全の確保に努めています。

　双日グループは、情報セキュリティの重要性を認識し、情報
資産の適切な保護、利用、管理に取り組んでいます。その推進
のため「コンプライアンス委員会 情報セキュリティ分科会」を
設置。また各部門、グループ会社においては「情報セキュリティ
リーダー」を任命し、マネジメント体制を構築しています。
　具体的には「ITセキュリティポリシー」「情報管理規程」など
の関連諸規程の整備に加え、不正アクセス対策、情報漏えい対
策、障害・災害対策などの強化、e-ラーニングによる社員教育
などを実施しています。

　双日グループは個人情報を保護することの重要性を深く認
識し、個人情報保護の方針としてプライバシーポリシー＊を制
定しています。また個人情報保護規程の整備、個人情報の取
り扱いに関する管理者の任命など、個人情報の適正な管理を
徹底しています。

情報管理と情報セキュリティ

個人情報保護

2008年度の主な取り組み

通報制度（ホットライン）

海外におけるコンプライアンス体制の整備

＊ 「双日グループ・コンプライアンス行動基準」の抜粋内容は、P.7「双日グループのCSR」をご覧ください。

＊プライバシーポリシー全文は、下記URLをご覧ください。

http://www.sojitz.com/jp/privacy/policy.htmlURL

　双日エネルギーは、双日に
よる基本教材の配布を契機に
徹底したコンプライアンス研
修を進めています。当社には小
売分野から、卸売分野にまた
がる商売形態がありますが、

特に小売現場である国内73カ所のサービスステーション（SS）で
多くの課題が発生していました。この点を捉え、双日の協力を得て
現場教育の要素を織り込んだ教材を作成し、SSでの勉強会など
当社独自の研修・教育を進めました。「コンプライアンスとは？」「事
故予防」「不正防止」等に的を絞った研修や、当社の経営理念であ
る「顧客第一主義」に則りコンプライアンスの推進が業務品質の改
善につながることに焦点を当てた社員教育にも広げ、年2回コンプ
ライアンス研修を実施。これらの研修により社員一人ひとりに意識
の変化がみられ、コンプライアンス違反の減少と現場動作、社員の
基本動作の改善につながってきています。

コンプライアンス研修の取り組み
――双日エネルギー

Topics

双日エネルギー株式会社
コンプライアンス委員会 委員長  江崎貞雄（代表取締役社長）

グループ会社におけるコンプライアンス研修(国内)

（36社に対して延べ48回実施／2007年3月～2009年3月）

■映像教材による研修（32社）　コンプライアンスを解説するミニドラマ
20話による研修。コンプライアンス意識調査アンケート、もしくはケー
ススタディおよび職場の問題点、改善点を議論するグループ討議

■e-ラーニングによる研修　双日の「コンプライアンス学習」教材を活用

■個別対応（6社）　各社の業務内容に合わせたプログラムを実施
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双日では、株主・投資家の皆さまを中心としたステークホル
ダーに対して適切な情報開示を進め、コミュニケーションの
充実を図っています。そして、株主の皆さまのご意見を経営戦
略につなげ、持続的な成長を目指し、企業価値・株主価値の
向上に努めています。

　双日では、より多くの株主の皆さまにご出席いただくため、
集中日を避けた日程で株主総会を開催するとともに、議案を
十分にご検討いただくために招集通知送付の早期化を実行し
ています。議決権を行使しやすくするために議決権行使の電
子化を行い、株主総会に出席できない株主の皆さまにもご覧
いただけるよう、株主総会
の模様をホームページに
動画で掲載しています。
　また年１～2回の株主
懇談会も開催しています。

　株主・投資家の皆さまとのよりよいコミュニケーションを図
るため、さまざまなIRツールを作成しています。
　ホームページの「投資家情報」では、株主・投資家の皆さま

に必要な情報をタイムリーに公開し
ています。さらに、個人株主・投資家
の皆さまが必要な情報を分かりやす
く一覧できる「個人株主・投資家の皆
さまへ」のページも開設しています。
　アニュアルレポートは、日本語版と
英語版を発行しています。
　特に個人株主の皆さまに対して、より身近なコミュニケー
ションツールとして株主通信を発行しています。

　国内の機関投資家に対しては、四半期ごとの決算発表に合
わせて決算説明会を開催しています。決算説明会では社長ま
たは副社長兼CFOが、決算の概要、営業概況および今後の経
営戦略について説明しています。
　海外の機関投資家に対しては、来社いただく形での個別取
材に加え、海外ロードショーを実施し、社長および副社長兼
CFOをはじめとする経営陣が当社の経営戦略や業績概要を
直接説明しています。

　双日では、株主の皆さまに対して安定的かつ継続的に配当
を実施するとともに、内部留保の拡充と有効活用によって、企
業の競争力と株主価値を向上させることを経営の最重要課題
の一つとしています。
　配当水準については、連結配当性向20％を基本目標とし、
中期経営計画の進捗や自己資本の状況、収益拡大のための資
金需要などを総合的に勘案し、決定しています。
　2009年3月期につきましては、業績が当初の通期見通し
（連結経常利益1,000億円、連結当期純利益600億円）に対
し大幅未達となりましたが、安定的かつ継続的に配当を行う
という方針の下、普通株式１株当たり年間5円50銭の配当と
しました。その結果、普通株式の連結配当性向は35.7%とな
りました。

株主・投資家とのコミュニケーション

株主還元

株主総会・株主懇談会

コミュニケーションツール

機関投資家とのコミュニケーション

所有者別株式数比率

株主・投資家とともに
社会性報告

http://www.sojitz.com/jp/ir/index.htmlURL

第6回定時株主総会

証券会社  2.84％自己株式　0.03％

その他法人
5.09％

（2009年3月31日現在）

金融機関
21.87％

個人・その他
45.43％

外国法人等
24.75％

双日グループの成長は
社員とともに

必要な情報が分かりやすく一覧でき
る「個人株主・投資家の皆さまへ」



双日グループの成長は、企業活動の源泉である社員とともに
あります。双日グループは社員一人ひとりが企業理念の実現
に向け可能性を発揮できる、働きがいのある会社、働きやす
い会社であるために、人事制度・人材育成制度の整備などの
施策を行っています。

　双日の人事評価制度は、社員のやる気、やりがいを高め、個
人が企業活動においてその可能性を発揮できるようにするこ
とを重視しています。また、評価などの過程においては公平・公
正を基本に、評価者と被評価者の対話を重視し、納得性を高
めるとともに、組織力の強化につなげる制度としています。
　期初において組織内における個人の役割を明確にした上
で、各人の役割に適した目標を決定し、その目標に対する評
価結果に応じて報酬が決定される仕組みです。また、仕事の
「結果」だけでなく「結果を出すためのプロセスや行動」も重視
します。

　双日は、「異なる個」をキー
ワードとして多様な人材を
採用するとともに、「知識力・
発想力・実現力・人間力」と
いった側面に磨きをかける
べく、人材育成を行っていま
す。入社後、さまざまな研修
制度、OJT（職場内教育）、
ジョブローテーションなどを
実施、双日グループ企業理
念の実現に向かって、グロー
バルなビジネス環境の中で付加価値を創造する人材である
「経営者」「起業家」「国際人」の育成に努めています。

人事評価制度

人材の採用と育成

採用・育成方針

社員とともに
社会性報告

企業理念の実現

双日グループの成長は
社員とともに

双日グループの成長は
社員とともに

【人事制度】
・公正で公平な採用、報酬、
評価、キャリア形成支援
・ジョブローテーション
（戦略的人事異動）

【人材育成制度】
・一人ひとりの成長を支援
する研修制度、OJTの強化 
など

・人権啓発教育を実施

・健全な労使関係のため
の取り組み など

・社員の健康的な生活を
支援

・多様な人材、働き方を
支援

・グローバル人材戦略　　・グループ人材戦略

「双日グループ・コンプライアンス行動基準」に則り
公正･公平かつ多様性と個を尊重

・内定者研修、新入社員研修
新入社員フォローアップ研修
・キャリア採用者研修
・基礎研修／必修試験
・中堅社員向けの必修研修および
管理職向けの研修
・自己研鑽研修
・次世代リーダー育成（MBA・ロー
スクール・語学学校などへの海外
留学、国内ビジネススクールへの
派遣など）

【さまざまな研修】

　「経営塾」は、2008年度から始めた社長が主催する次世代リー
ダー育成のための取り組みです。「自分がトップに立ったときにどの
ようなメッセージを発信するか」などの視点を持ってもらうことを狙
いとし、経営、倫理、地球環境などさまざまなテーマで、社外の有識
者を交えた議論を通じて幅広い視野を養う研修を行っています。

次世代リーダーの育成を目指す「経営塾」Topics

「経営塾」に参加して

　経営塾の第1期生として、14名の仲間とともに参加しました。
一体どのようなことが始まるのかと当初は身構えていたものの、
各界のリーダーの方々から貴重な講義を直接聞き、活発な議論
をした経験や、懸命に講義についていこうと大量の文献を読み、
会社とはいかにあるべきかと
真剣に悩んだことは、メンバー
全員の貴重な財産になりまし
た。この財産を大きく花開か
せることができるかどうかは
今後の我々次第です。

生活産業部門 部門長補佐 兼 食料資源本部長　武田浩文

Voice

など

（2008年度実績）

研修受講者数 延べ2,598名

研修実施時間 延べ1,093時間
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働きがいのある会社、働きやすい会社であるために

一人ひとりの力を双日グループの大きな力とするために
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社員とともに社会性報告

　2008年9月、双日の人事総務部に「グローバル人事チー
ム」と「グループ人事チーム」を設置しました。それぞれのチー
ムは、双日海外店の役職員、国内連結子会社の役職員に対す
る人材育成等の取り組みを通じて、全世界、全グループベース
での人材の強化・企業価値の増大を目指します。

グローバル人事担当　双日では、海外5極＝米州（ニューヨー
ク）／欧州・ロシアNIS（ロンドン）／中国（北京）／アジア・大洋
州（シンガポール）／中東・アフリカ（ドバイ）に「グローバル人
事担当」の駐在員をそれぞれ１名配置し、「グローバル人事
チーム」の海外窓口およびグローバル人材戦略の現地推進主
体として、各極における人事のさまざまな課題に取り組んでい
ます。2008年11月に人事世界会議を開催し、海外5極それぞ
れの課題、目標などについて意見交換を行いました。

取り組み　各種社内文書の段階的なバイリンガル化を進め
るとともに、バイリンガル人材（語学力や異文化コミュニケー
ション力の高い人材）の積極的な採用を実施しています。

　また、グループ内コミュニケーションを促進するために、海外
拠点の現地雇用社員に対して、双日グループ企業理念に加え
て、会社の歴史や企業文化についても研修などを実施し、その
浸透を図っています。

研修について　双日パーソンとしての基礎知識の習得のため
に、双日社員向けに実施している貿易実務、アカウンティング、
法律・安全保障貿易管理・コンプライアンス等の必修研修を、
グループ会社の社員に対しても提供しています。
　また、グループ会社の課長クラスを対象としたリスク管理研
修を開催しており、2008年度までに30社・300名を超える
グループ会社社員が受講しました。今後は管理職前の社員を
対象としたリスク管理研修も実施していきます。

トレーニー制度　グループ会社のコーポレートスタッフを育
成し、各社のコーポレート機能の強化・充実を図るために、グ
ループ会社社員が双日で半年から1年間にわたって業務研修
を行うトレーニー制度を2009年度より導入し、まずリスク管
理部での研修を開始しました。

グローバル人材戦略

グループ人材戦略

グローバル人材戦略とグループ人材戦略

「人材」は持続的な事業創造の源泉
̶̶双日米国会社

　双日米国会社の人材開発は、毎年大き
く進展しています。高い能力を持った人材
の獲得、各種研修プログラムを通じた人
材の育成、やりがいのある仕事を通じた
優秀な人材の確保に重点的に取り組ん
でいます。社員に必要なスキルと特性を
理解することは、適材適所の人員配置に
必要不可欠であり、当社はそれを実践し
ています。
　当社の特長は「人材を大切にする」という方針です。社員には、
世界とかかわる仕事の機会が与えられ、社員自身の自己実現にも
つながっています。そして、それは将来に向けた双日グループの持
続的な事業創造の源泉ともなっています。

Sojitz Corporation of America 
Vice President & General Manager Jacqueline Fagan

Voice 「トレーニー制度」でリスク管理研修

　トレーニー制度は、座学形式の研修とは異なり、実際の投融資・
与信案件の審議業務を通じて行うので、難しい面も多々あります
が、最前線のリスク管理業務をダイレクトに習得できるのが大きな
メリットです。今回の研修を通じて習得したリスク管理のマインド
や手法等を、今後の
双日建材でのリスク
管理業務に活かすこ
とが、私の重要な責
務だと考えています。

双日建材株式会社　審査部　叶　直樹

Voice
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　双日グループは、社員が安心して、継続的に働ける職場環境
づくりのためにさまざまな取り組みを行っています。

　双日グループは、企業理念を実践するために、個人の価値
観や多様性を重視しています。人種・国籍・宗教・性別・障害の
有無といった属性にとらわれず多様な価値観を企業活動の力
としていくため、専任部署として2008年4月「ダイバーシティ
推進課」を設置しました。個々の能力を最大限に発揮できる環
境（職場・制度・風土）の整備を進めています。

　社員の健康増進を図るため、「社内診療室」を設置していま
す。また社員のメンタルヘルスケアの観点より、ストレスの予防・
軽減を目的とした「ストレスチェック」（全社員がオンライン上で
受診可能）を実施するとともに、専門医とカウンセラーを定期
的に診療室に配置しています。さらに2009年2月、疲労回復・
ストレス緩和のためのマッ
サージを行う「ヘルスケア
ルーム」を設置するなど、
健康上のさまざまな問題
の予防・早期発見・解決を
サポートしています。

　主に女性社員が配偶者の海外転勤に伴い退職するケース
がみられるため、双日は2008年5月、配偶者の海外転勤に伴
う退職者を対象とする再雇用制度を新たに制定。配偶者の海
外転勤時に退職した場合でも帰国後に再度活躍可能な環境
を整えました。

　社員の育児や家族の介護を支援し、仕事を継続しやすい環
境をつくるため、各種制度を整備しています。
　ワークライフバランス施策として、2009年7月に育児制度
を改定し、育児休職期間の延長（最長2歳6カ月まで）等を定
め、育児短時間勤務制度を導入しました。
　そのほかにも産前産後休暇制度（有給）、育児休職制度およ
び看護休暇制度（有給）を実施し、要介護状態にある家族など
がいる場合には、介護支援として介護休暇制度や介護休職制
度、介護フレックス制度などを利用可能にしています。

　社員とともに成長していく双日グループを目指し、双日と双
日労働組合はオープンなコミュニケーションを基本に、各種取
り組みを行っています。また、会社の経営方針・ビジョンの浸
透、社内コミュニケーションの一環として双日労働組合と「社
長労使協議会」「部門長協議会」「決算説明協議会」といった
協議会を定期的に開催しています。

　双日の人材戦略の取り組みの一つとして、双日労働組合と
協同で「ワークライフバランス委員会」を2008年8月に発足さ
せました。長時間勤務の縮減や年次有給休暇の取得促進、既
存の育児・介護に関する各種制度の見直し等を柱として、社員
の頑張りが持続する労働環境、ワークライフバランス実現のた
めの制度づくりを推進しています。

働きやすい環境づくり

多様な人材を支援

社員の健康管理

労使関係

再雇用制度

育児・介護等に関する各種制度

ワークライフバランス委員会

在宅勤務者として働いて

　病気により会社での勤務が困難な状
態になったため、営業職として勤めていた
IT企業を退職。支援団体を通じて、双日で
の在宅勤務を紹介してもらいました。業
務内容は、採用やダイバーシティに関する
情報の収集や、それらに関する企業内
ホームページのメンテナンス。自宅の作
業環境を整えてもらって週4日勤務して
おり、感謝とやりがいを感じています。

Voice

人事総務部 採用課　國重義樹

育児休職利用者実績（年度別人数）

2006年度 2007年度 2008年度
5名 12名 8名

社内に設置されたヘルスケアルーム
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双日グループは、社会の一員として、よき企業市民として、国や
地域の文化を尊重し、豊かな社会づくりのために社会貢献活
動に取り組んでいます。地域に根ざした活動をグループ社員
一人ひとり、そして双日グループとして実践していきます。

  

　グループ社員一人ひとりが社会へのかかわりをより深める
ことを目的に、イントラネットに「社会貢献ホームページ」を開
設し、社会貢献活動の紹介を行っています。
　例えば、年2回の職場での献血、使用済みの切手やプリペ
イドカード、書き損じ葉書の収集などのボランティア活動の
呼びかけや、チャリティー・イベントなどの紹介を行い、日々
の生活の中での「草の根」社会貢献活動の推進を行ってい
ます。

　ベトナムで植林および木材チップ製造を行っている
VIJACHIP社の発案で、日本で使われなくなった書籍（辞書
等）を、日本語を学ぶベトナム・ダナン外国語大学日本語学科
に寄贈しています。輸送については取引先にもご協力いただ
き、2008年11月から12月にかけて双日グループ社員から集
められた159冊の書籍を寄贈。日本語を学ぶ学生たちに喜ば
れています。

　NPO法人グリーンバードは“きれいな街は、人の心もきれい
にする”をコンセプトに、全国各地
で「街のおそうじ」活動を行ってい
ます。当社は、双日本社のある赤
坂で月に2回行われている「街の
おそうじ」活動への参加をグルー
プ社員に呼びかけています。
　呼びかけを開始した2008年
12月から2009年6月までの7カ
月間で延べ76名のグループ社員
が参加しました。

　双日グループは、国内外の災害に際して、義援金の拠出や救
援物資の提供などにより、被災者の救援や被災地の復興に協
力しています。

社会貢献活動
社会性報告

社会貢献活動

収集型社会貢献活動実績（2008年度）

「草の根」社会貢献活動

べトナム・ダナン外国語大学日本語学科に書籍を寄贈

赤坂の「街のおそうじ」活動

災害救援活動

プリペイドカード
切手・メータースタンプ

約3,300枚
約7.5kg

主な災害救援活動実績（2008年度）

災害（発生時期）

ミャンマーサイクロン被害
（2008年5月）

主な活動実績＊1＊1

・義援金 3万ドル
・グループ役職員による募金実施
 総額456,519円（双日から上乗せ寄付
 （マッチングギフト）実施 金額46万円）

中国四川省地震
（2008年5月）

豪州ビクトリア州山火事
（2009年2月）

・義援金 2万豪州ドル

朝8：30～9：30に行っている赤坂の
「街のおそうじ」

・義援金 5万ドル
・救援物資提供 200万円相当
・グループ役職員による募金実施 
 総額726,847円＊2

収集品の仕分け作業。収集品
は世界で活動を行う社会貢献団
体などに寄付しています。

ダナン外国語大学のハイ副学
長（右から2人目）から記念の盾
を授与されたVIJACHIP社 
松本社長（左から2人目）

＊1 義援金や救援物資は、各国の赤十字社や被災地で活動するNPOなどに寄付しています。
＊2 中国現地法人にて、別途個別に役職員による募金実施。
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http://www.sojitz-zaidan.or.jp/URL

双日国際交流財団

奨学金助成事業／奨学生交流会

　双日国際交流財団は、「学術研究、人材育成及び国際交流促進等の
助成を行うことにより国際的な相互理解の深化に寄与すること」を目的
に1988年に設立されました。同財団の現在までの助成総額は、約5億
8,500万円に上っており、当社は同財団の趣旨に賛同し、継続的に拠出
を行っています。
　助成活動は大きく3つに分かれ、１）日本理解の増進となる研究への
「学術研究助成」、２）日本の大学へ私費で留学している学生への「奨学
金助成」、３）日本と世界各国との相互理解に資するような事業への「国
際交流助成」となります。

＊詳細は双日国際交流財団ホームページをご覧ください。

http://www1.ocn.ne.jp/~zenjuku/URL

長岡禅塾

長岡禅塾

　長岡禅塾は、当社の前身の一つである岩井商店の創業者・岩井勝次
郎が、禅を通じた人材育成および育英事業を目的として、1936年に設
立した財団法人の禅塾です。これまでに多くの塾生や社会人が熱心な
指導を受けて巣立ち、多方面で活躍しています。当社は、岩井商店系の
企業集団である最勝会グループの一員として長岡禅塾設立の趣旨を受
け継ぎ、同塾運営のための支援を行っています。
＊詳細は長岡禅塾ホームページをご覧ください。

　　　　
端切れを活かして地域活動――第一紡績

地域の人たちによって玄関マットや座布団、クッションカバーに生まれ変わった端切れ

　繊維製品の製造販売を行う双日グループの第一紡績は、地域社会においてさまざまな活
動に取り組んでいます。
　その一つが、製造工程で生じる布の端切れの有効活用です。同社の荒尾工場（熊本県）で
はこれまで廃棄物として処理してきた端切れを地域のボランティア団体などに提供。手編
みの材料としてたいへん喜ばれています。さらに、近隣の中学校では、その端切れを使った
工作体験が環境学習の一環として行われました。

Topics
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双日グループは、「双日グループ・コンプライアンス行動基準」
の中で地球環境保護に関する規程を定め、グループ全体で環
境保全活動を推進しています。その具体的手法として、双日お
よび必要なグループ会社については環境管理の国際規格で
あるISO14001の認証を取得し、規格に基づいたマネジメ
ントシステムを運用しています。

  
　双日は、以下に掲げる方針のもと、環境保全に取り組んでい
ます。

　双日は、環境方針を実現するため、「環境保全型ビジネスの
推進」「双日グループ会社の環境関連法規制要求事項遵守の
管理」「取引先等とも連携した環境活動の推進」を設定し
PDCAサイクルに基づいて活動しています。
　また、環境マネジメントシステムの適切な運用と継続的な改
善を推進するために、年１度の定期的な内部環境監査を実施
しています。低炭素社会の実現に向け、政府が2008年10月よ

り開始した「排出量取引の国内統合市場の試行的実施」にも
参加しています。

　事業活動を行うにあたり、さまざまな環境面のリスクが存在
します。環境法令を遵守し、また環境汚染を未然に防止するこ
とは企業の社会的責務であるとの認識のもと、当社では、環境
マネジメントシステムにおいて事業活動に伴う環境リスクを把
握し管理しています。
環境法規制等の遵守　当社は、直接的に遵守すべき法規制
のみならず間接的に影響を受ける法令も把握し、定期的に遵
守状況をチェックしています。
新規事業投資の環境影響評価　新規事業投資案件を行う際
は、環境保全の観点から申請部署が「プロジェクト分析表」を
作成し環境影響評価を行うことを義務付けています。
グループ会社の環境監査　グループ会社の監査の際に、製造
業・加工業など工場を有する会社については、環境管理体制・
環境法令遵守状況など環境管理面での監査も同時に行って
います。

環境管理体制

連結子会社のISO14001認証取得状況（2009年4月現在）

環境リスクマネジメント

双日環境方針

双日環境方針

基本理念
　地球環境問題は、その影響が地球的規模の広がりを持つとともに、次世代以降にも
及ぶ深刻な問題である。
　双日は、地球環境問題を経営上の最重要課題の一つとして捉え、企業理念に則って
あらゆる事業活動において、経済の発展と地球環境の保全の両立を図る「持続可能な
発展」の実現に向け最善を尽くし、次の世代に豊かな地球を引き継ぐことを目指す。

基本方針
1. 環境への配慮
　事業活動の推進にあたって、環境影響を認識し、自然生態系、地域環境及び地球環
境の保全に充分配慮するとともに環境汚染の予防および環境負荷を抑えるべく資
源・エネルギーの効率的活用に努める。

2. 環境関連諸法規等の遵守
　事業活動の推進にあたって、環境関連諸法規、国際条約及び当社が合意した協定・
基準等を遵守する。

3. 環境管理体制の維持と継続的改善
　環境マネジメントシステムを充実し、環境目的・目標の設定と定期的な見直しを行
い、その継続的改善に努める。

4. 環境保全活動の推進
　日常のオフィス活動の中で、省エネルギー、省資源、廃棄物の削減、リサイクル、グ
リーン購入を積極的に推進し、循環型社会の実現に寄与する。

5. 環境保全型ビジネスの推進
　環境負荷のより少ない製品や省エネルギー型あるいは省資源型の製品の販売や、
リサイクル事業、新エネルギー事業の開発など環境保全型ビジネスの推進により環境
負荷を低減し、「持続可能な発展」に寄与する。

6. 環境方針の周知・公表と啓発活動の推進
　本方針を全ての役員・従業員に周知徹底させるとともに、社外にも開示する。また
全員が地球環境問題への深い認識を持ち、環境に配慮した企業行動を進めるよう教
育・啓発活動を推進する。

双日株式会社   代表取締役社長  加 瀬  豊
2007年7月2日

社長

内部環境監査チーム

緊急事態対策チーム

環境マネジメント部会

EMSユニット責任者
（企画業務室長）

EMSユニット責任者
（各部署より選任）

環境責任者
（部長）

環境責任者
（部長）

環境担当者
（課長）

環境担当者
（課長）

全 

社 

員

CSR委員長

環境管理責任者
（広報部長）

CSR委員会

双日は、社長から任命された
CSR委員長を環境マネジメ
ント全般に関する最高責任
者とした環境管理体制を構
築し、環境マネジメントシス
テムを推進しています。

営業部門

コーポレート部門

●双日マシナリー ●日商エレクトロニクス ●新生マテリアル ●ボルクレ
イ・ジャパン ●双日プラネット ●プラマテルズ ●フィルタレン ●双日建材 
●双日インフィニティ ●第一紡績 ●Autrans（Thailand）Co.,Ltd.
●Long Binh Industrial Zone Development Company（LOTECO）　
●PT Kaltim Methanol Industri ●双日工程塑料（大連）有限公司

環境への取り組み
環境報告
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　環境マネジメントシステムを円滑に推進するために、システム
および環境の知識取得に向けた教育・訓練として「環境影響評
価研修（環境責任者・担当者対象）」「新入社員教育」「一般社
員教育」「内部環境監査員養成研修」を2004年から定期的に
実施するとともに、ｅ-ラーニングによる環境教育も行っていま
す。また、イントラネット上で環境方針をはじめとした環境マネ
ジメントシステム関連文書を公開するなど、情報の共有化を進
めています。

　さらに、エネルギー・金属
部門では環境意識の向上の
ために森林ボランティア活動
（間伐作業）を行い29名が参
加。森林インストラクターか
ら間伐の必要性などについ
て説明を受けて作業を進め
ました。参加者からは「森林
の健全な維持が大変なこと
を改めて知る良い機会だっ
た」との声が聞かれました。

　双日は、オフィスにおいては省エネルギー、省資源、廃棄物の
削減、リサイクル、グリーン購入を推進し、全社員参加で環境負
荷の低減に努めています。また、地球温暖化防止の国民運動
「チーム・マイナス６％」の一員として温室効果ガス（CO2）の排
出削減を目指し、“クールビズ”や“ウォームビズ”の実施、時間外
空調時間の短縮、昼休みや退社時の消灯、OA機器の電源切り
等によるオフィス内電力使用量の削減に努めています。 より一
層の徹底を図るため館内放送による呼びかけもしています。こ
れらの取り組みにより2008年度は前年よりCO2排出量を約
8%削減しました。

環境教育・啓発 オフィスにおける取り組み

オフィスにおける環境負荷

CO2排出量の推移

廃棄物排出量とリサイクル率の推移

オフィスの合計床面積（単位：千平方メートル）

2004 2005 2006 2007 2008

（単位：トン-CO₂）
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＊1 電力のCO2排出量は電気事業連合会から提示されたものを使用しています。係数は年度に
よって異なります。　対象事業所：東京本社、大阪営業所。2008年度より支店（北海道、東
北、名古屋）を加えました。

＊2 当社の各事業所はいずれも賃貸ビルにテナントとして入居しています。そのため上記数値は、
それぞれのビルにおける当社の該当分を必要に応じて面積按分して月ごとに算出し、年度ご
とに合算したものとなります。

＊3 当社は2004年4月にニチメンと日商岩井が合併して誕生、以降オフィスの移転・統廃合を進
めてきました。その結果、オフィスの合計床面積は上記のように増減しています。

＊4 集計精度の向上により過年度の数値を一部修正しました。

リサイクル率再資源化量 処分量
環境マネジメントシステムへの取り組み
――双日マシナリー

　双日マシナリーは、ISO14001を2006年12月に取得後、継続
的に環境マネジメントシステム（EMS）活動を推進しており、EMS
で培ったノウハウは、その他の業務における適切な文書・マニュア
ル化にも活かされています。こうした活動のもと、当社は2008年
度より“環境経営”を
キーワードに掲げ、人
類最大の問題・課題と
もいえる地球温暖化
防止に貢献するビジ
ネスに注力しています。

双日マシナリー株式会社 管理グループ　酒井忠恭

社員を対象に実施している
EMS研修

Topics

2004年度
25.66

2005年度
26.12

2006年度
30.16

2007年度
27.66

2008年度
26.81



地球環境に配慮した「REEF」ブランド製品

シンプルさを追求した化粧品「シンプリズム」

省エネに貢献する「屋上緑化・壁面緑化マンション」

省エネ型設計で高い評価 ｢モラージュ菖蒲｣

店舗のデザイン照明を主役にすることにより、デザイン
性・快適性を向上させながら共用部照明を縮減

東京スイート・レジデン
ス（東京都江東区）の屋
上緑化と壁面緑化
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身近な環境・社会配慮型製品
双日グループが提供する「環境・社会配慮型製品」。皆さまの暮らしに身近なものの中から、その一部をご紹介します。

　双日グループが全国3カ所で展開する大型ショッピングセンター「モラージュ」で
は、地域社会への貢献や環境に配慮したさまざまな工夫を取り入れています。その
一つ「モラージュ菖蒲」（埼玉県南埼玉郡菖蒲町）が2009年5月、社団法人照明学
会が主催する「照明普及賞」で優秀施設賞を受賞しました。スポット照明にLEDを
採用したり、店舗のデザイン照明を主役にすることで共用部照明の照度を落とすな
ど、従来のショッピングセンターに比べ約20％の省エネを実現したことが高く評価
されたものです。モラージュ菖蒲ではさらに、夜間蓄熱方式を用いたヒートポンプ空
調設備の採用に対し、財団法人ヒートポンプ・蓄熱センターからも感謝状を授与さ
れました。

　流行発信地の米国で最も売れているビーチサンダル・ブランド「REEF」。消費財
を扱う双日ジーエムシーはこの「REEF」製品の日本市場における独占販売権とマス
ターライセンス権を取得し、2009年１月からビーチサンダルやシューズ、水着、Tシ
ャツやパンツなどの販売を開始しています。「REEF」では、サンダル製品の一部のア
ウトソールに廃タイヤを利用するほかクロムフリー皮、ジュート麻、オーガニックコッ
トンといった自然素材を積極的に取り入れるなど、地球環境に配慮した製品づくり
をしています。さらに一部の製品シリーズについてはその売上の1％を環境団体等に
寄付しています。

　双日グループの化粧品企画・販売会社である双日コスメティックスは“家族みんな
の健やかな美しさ”をテーマとする基礎化粧品・メイクアップ化粧品を幅広く提供し
ています。なかでも「シンプリズム」シリーズは、その名のとおりシンプルさを徹底的に
追求した商品です。
　同シリーズの「アミノ＆コラーゲンゲル」は、化粧水・乳液・美容液・化粧下地の４
つの機能を１つに集約した商品。洗顔後のスキンケアはこれ一つで済むため、化粧
品そのものだけでなく容器・包装資材も従来品の４分の１に減量することが可能と
なりました。

　双日は35年以上の長きにわたり累計約8万戸のマンションを供給、それぞれの時
代にあって常に業界に先駆けた新しい暮らしの提案を行ってきました。この数年、積
極導入を図っているのが「屋上緑化・壁面緑化マンション」です。緑化は建物への断
熱効果がきわめて高く、冷暖房の省エネに役立つほか、屋上庭園が雨を吸収するた
め、雨水の下水道への流れ込みを緩やかにします。また地域のヒートアイランド現象
の緩和にも役立ちます。双日では緑化のほかオール電化、ペアガラス、保温浴槽など
も積極的に取り入れ、省エネ型マンションの普及に努めています。
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第三者意見をいただいて

　どんな企業でも、営業成績などの目先の目的達成が優先さ
れ、社員たちは自分の今の仕事が、会社の本来の目的に合致
しているのか、何のために働いているのか、見失いがちです。そ
んなとき、前方に光を照らし、進むべき道筋を示してくれる何
かが必要です。
　それは何か、企業理念です。このレポートのP.3をみると、双
日グループには世界中に95もの拠点があり、17,524名もの
人々が働いているそうです。製造業などの場合、同じ工場で同
じ製品製造のために働き、同じ目標や価値観を共有しやすい
のですが、総合商社のように世界中に散らばって一人や少人
数で、それぞれ異なる目的で働いているような場合、企業理念
は特に大切です。
　双日グループの企業理念「双日グループは、誠実な心で世
界の経済や文化、人々の心を結び、新たな豊かさを築きつづけ
ます。」この理念は双日グループの世界中のステークホルダー
や社員たちに、自分たちの存在意義と役割を示す双日の旗印
なのです。
　それに加えて、2009年4月に、「企業理念の地道な実践を
通じ、企業活動と社会・環境の共存共栄を目指します。」という
「双日グループCSRポリシー」を制定したのは、実はとても重
要なことだと思います。理念の実行にはかならず具体的な行
動が伴います。そして、この行動が得てして理念を逸脱して一
人歩きしてしまうことが起こりがちだからです。
　CSRポリシーは、単なる掛け声ではない、双日グループ

17,524名一人ひとりの活動の行動規範なのだと、加瀬社長
はトップメッセージ（P.5）で、次のように語っています。
　「双日グループが世界でさまざまな企業活動を進めるにあ
たり、CSRを経営の基軸とすることを宣言するとともに、その
方向性を明確にし、グループ全体で共有、実践するために制定
しました。」
　この宣言は、非常に重要です。国連グローバル・コンパクト
への参加（P.6）とあいまって、双日グループがグループの末端
やサプライチェーンに至るまで、環境や人権、労働管理、資源
保護や賄賂防止に至るまで、誠実に行動対処することを公に
しているからです。
　この企業理念とCSRポリシーの下に、誠実で公正な活動を
実行し続ければ、双日グループは世界のどこに行っても、信頼
され歓迎される企業になるでしょう。
　問題は、その実行です。世界中に散らばって働く社員一人ひ
とりが、このポリシーを真に理解し行動してくれるでしょうか。
　実は社員座談会（P.9-11）を読んで、社員の一人ひとりが、
自分の仕事が社会や地域に貢献していることを実感し、それを
誇りとしていることを感じました。ここに登場する社員がすべて
の社員の意見を代表しているとは思いませんが、この発言から
は、双日のさまざまな事業が企業理念に合致し、社員のやりが
いを引き出して日常業務に反映させていることがうかがわれ、
社員のほうが現場でCSRポリシーを体得しているのではない
か、と感じました。

第三者意見 向社会性研究所 主任研究員 社会学博士

小榑雅章氏

CSR委員会 委員長　
専務執行役員　

早稲田大学第一文学部卒業。関西大学大学院社会学研究科博士課程修了。「暮しの手帖」編集者、ダイエー取締役秘書
室長、兵庫エフエムラジオ放送(現Kiss-FM KOBE)社長等を経て現在、企業やNPO等の組織の利他行動の社会心理を
リサーチする向社会性研究所主任研究員。

谷口真一

こ  ぐれ

　双日グループが企業理念、CSRポリシーのもと
誠実な企業活動を実践することへの期待とその難
しさについてご指摘をいただきありがとうございま
した。
　総合商社の多岐にわたる活動において企業理
念、CSRポリシーを一人ひとりの活動に落とし込
むことはご指摘のように容易ではありませんが、同
ポリシーを制定し、国連グローバル・コンパクトに

加盟した趣旨を双日グループ全体に浸透させると
ともに、ステークホルダーの皆さまとのコミュニ
ケーションを基に具体的なCSRへの取り組みを
重ね企業活動の質をさらに改善してまいります。
　また、社員が誇りをもって活動を行っているよう
に感じられたというご意見をいただきました。今後
も風通しのよい企業風土を重視し、一人ひとりの誇
りを支え、企業理念を地道に実践してまいります。
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　このCSRレポートは、森林認証制度のひとつであるFSC（Forest Stewardship 
Council（森林管理協議会））の基準に基づいて生産されたFSC森林認証取得用紙を
使用しています。またVOC（揮発性有機化合物）成分ゼロのインクを用い、有害な廃
液を出さない水なし印刷によって印刷しています。
　双日は、FSC認証木材およびFSCミックスチップを取り扱っています。

Cert no. SA-COC-001747


	目次・編集方針
	会社概要
	双日グループの概要
	トップメッセージ
	双日グループのCSR
	特集
	特集1：社員座談会　自分たちの仕事でCSRを実践するために
	特集2：社会とともに持続的に成長する事業を目指して

	マネジメント報告
	コーポレート・ガバナンス

	社会性報告
	株主・投資家とともに
	社員とともに
	社会貢献活動

	環境報告
	環境への取り組み
	身近な環境・社会配慮型製品

	第三者意見

